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要要  旨旨：本研究は，特別支援教育の現職教員研修における新たな研修システムの開発に

向け，現職教員の研修ニーズを明らかにすることを目的とした．関東地域の通常学級・特

別支援学級・通級指導教室(特別支援教室)・特別支援学校の教員 1148 名を対象に，質問

紙調査を実施し，結果を分析するとともに，前報(今後希望する研修内容等に関する調査)
との比較・分析も行った．効果的・効率的な教員研修モデルについては様々な希望がある

ことが明らかになった．また質の高い，高度な専門性を身につけられる研修については前

報と比較して，教員の所属による差はあまり見られなかった．この結果から，特別支援教

育に携わる教員が客観的に必要であるとする研修は，共通する点が多いのではないかと考

えられた．一方で，研修スタイル・方法については教員の所属による差がみられ，校内研

修と校外研修のバランスや，それらをつなぐシステム構築の必要性が示唆された． 
 
KKeeyy  WWoorrddss：： 特別支援教育，現職教員研修，研修ニーズ  

 
●  

ⅠⅠ．．ははじじめめにに  

 
文部科学省(20078))が「特別支援教育」を導入

して以来，インクルーシブ教育システム構築(文
部科学省，20129))を目指して，関連する法律・

条例の整備・施行とともに，特別支援教育が推

進されてきた．そして，特別支援教育を担う教

員の養成・研修の充実も取り組まれてきた．特

別な教育的支援ニーズのある子どもが在籍す

る全ての学校で，すべての教職員が特別支援教

育の実践に必要な知識・技能などを有している

ことが求められており(文部科学省，20129))，特
別支援教育の専門性を高めることや，現職教員

に対する特別支援教育に関する研修の充実が

一層重要と考えられる． 
 特別支援教育の専門性とは何を指すのだろ

うか．日野・井邑・納富他(20187))は全校種の教

員を対象にした質問紙調査の自由記述による

回答から，「障害全般に関する知識・理解」など

専門性を９つの領域に分類している．他に，教

職課程コアカリキュラム(文部科学省，201710))
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に示されている「特別の支援を必要とする幼児，

児童及び生徒の理解／教職課程及び支援の方

法」「障害はないが特別の教育的ニーズのある

幼児，児童及び生徒の把握や支援」がある．ま

た，特別支援学校教員免許カリキュラムで履修

する第二欄「特別支援教育領域に関する科目」，

第三欄「免許状に定められることになる特別支

援教育領域以外の領域に関する科目」のシラバ

スも特別支援教育の専門性と言えよう．特別支

援教育の基礎理論に関するものは，時代の影響

より不変的とされる内容が多いが，より実践的

な知識・技能においては，社会生活や家庭環境

の変化，児童生徒の実態，支援機器・技術の進

歩などとともに変わるものであろう．そこで，

新しい知識・技能に，いわばカスタマイズやア

ップデートを頻繁に行う必要があり，その機会

として教員研修が期待される． 
教員研修には，教育委員会・校長等によって

実施される初任者研修や年次研修など制度上

必要な研修や特別支援教育コーディネーター

や特別支援学級の担任･担当としての職務・役

割として校務上必要な研修，教員個人によって

自主的に実施される職務に必要なことを自己

研鑽する研修，といった様々なものがある．特

別支援教育の現職教員研修に関する研究は決

して多くはないが，その知見は着実に蓄積され

ている．その動向を概観すると，研修ニーズに

関する報告(眞城，200014)；姉崎，20051)；橋本・

小池・藤野他，20056)；齋藤・前川・安藤他，

200613)；徳永・渡邉・松村他，200720)；玉村・

越野・郷間他，200818)；田中，200919)；臼井・

高木，201222)；藤井・川合・落合，20133)；八

木，201423)；左藤・池田・山中他，201617))，研

修システム・実施状況に関する報告(眞城，

200115)；真城，200216)；齋藤他，200613)；徳永

他，200720)；中村，200811)；田中，200920)；濱

渕・二宮・栢野，20104)；藤井他，20133)；惠羅・

田中・武藏他，20132)；左藤他，201617))に大別

できる．研修ニーズについては，特別支援教育

への制度移行期に伴って発達障害に関する研

修へのニーズが高まっており(橋本他，20056)な

ど)，自立活動・教科の指導法や障害，児童生徒

理解に関する研修の要望が多くなされている

(左藤，201617)など)．また，特別支援学校の教

員は地域の小・中学校や関係機関との連携の在

り方やアセスメントの研修を望んでいたのに

対して，小・中学校の教員は自校内での支援の

在り方や通級による指導や特別支援学級との

連携に関する研修を強く望んでいるという姉

崎の報告(20051))がある．これは，学校種別，通

常の学級と特別な教育の場(特別支援学校，特別

支援学級など)による差異がみられ，直接的な支

援と校内外の連携などによる間接的な支援に

ついて，各々の教員による求めの違いが反映さ

れたものと考える．研修システム・実施状況に

ついては，教育委員会等が実施する研修講座・

免許法認定講習，大学・学会・民間支援機関等

が主催する公開講座，教員らによる自主的な研

究・研修会などがあり，研修の目的や内容によ

って実施に関する要望，頻度(回数・時間等)，内
容(テーマ等)，方法(形式・様態等)が異なってい

る(眞城，200115))．中でも，事例研究などの参

加者の主体的な取り組みを促される研修形態

が望まれる傾向にある(中村，200811)；藤井他，

20133))．徳永(200720))は，自治体による研修に

ついて，特別支援教育推進の課題，教育技法・

教育開発等を課題とした研修を 94.8％の自治

体が実施しており，その割合は著しく多く研修

の重点化が図られていると指摘している．こう

した現職教員の要望や視点に立って特別支援

教育の研修に求められる在り方やスタイルを

問い直した場合，教員の所属する学校・学級(特
別支援学校／特別支援学級／通常の学級／通

級指導教室，各フィールドで指導する児童生徒

の実態)や教員としてのキャリア・立場(若手／

ベテランなど，特別支援コーディネーター／教

育相談コーディネーターなど)に対応したもの

であり，研修するべき内容の「同一性」と「差

異」を整理していく必要があろう． 

 特別支援教育の専門性の向上，知識・技術の

習得を目的にこれまで多くの研修講座などが

開催されている．一方で，その研修の成果をど

う評価するのか，あるいは研修後に習得したも

のが学校現場に還元できているのか，といった

研修の事後に着目した研究は少ない．特別支援

学校教員養成課程カリキュラムや教員免許状

認定講習の修了によって得られる特別支援学

校教員免許状，特別支援教育士資格認定協会が

認定する民間資格である「特別支援教育士

(S.E.N.S.)」など，特別支援教育の専門性を担保

するとされる証明書はあるものの，免許・資格

の取得を目的としない一般的な現職教員研修

を受講したことによって，その専門性が担保さ

れたと称するシステムはみられない．中村

(200811))は研修終了後に受講証の発行や研修履

歴などのシステム化の必要性について強調し

ており，研修を受けた教員自身がその証を求め

ていることもあろう．また，齋藤ら(200613))は
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特別支援教育における教師の研修ニーズと専門性向上に関する調査研究 

On the Job Training(OJT；校内研修)，Off the 
Job Training(Off-JT；校外研修)ごとに研修形

態と内容をまとめているが，Off-JT で得た知

見・情報を OJT に還元していくシステムの検

討も必要だろう．一方，教員による自主的な研

修について，自発的に参加したい際の受講費用

の上限金額において検討した田中(200919))によ

ると，自費ではなかなか参加しようとならない

教員が半数以上を占めていた．参加する場合の

経済的コスト，その他に時間確保等の問題(時間

的コスト)などを考慮した上で，研修会(公開講座

など)を設定・提供する側は設計する必要がある． 
 こうした背景をもとに，特別支援教育におけ

る教員の専門性とその研修のあり方について，

教育委員会(教職員研修センターなど含む)，各

学校，外部の大学・民間専門機関などの連携の

もとに，教員にとって効果的・効率的な研修モ

デル(OJT と Off-JT，研修会・ワークショップ，

研修内容・方法のパッケージ化など)について検

討する必要があり，特に，教員の職務の多忙さ

を鑑みて，働き方改革の中で，“実際的・実践的・

コスパ”を重視した上で，ハイレベルな研修内

容(障害理解，アセスメント，指導法，カリキュ

ラムマネージメントなど)とその成果が可視化

できる仕組み(例えば，ライセンスシステムのよ

うなもの)を模索することも一つの方策であろ

う．ここでいう“ライセンス”とは，新たな教

員免許ではなく「実施権」のことを意味し，独

占的に実施できる専用実施権(諸機関が試験な

どを課して取得する資格)ではなく，専門的実践

ができることを示す通常実施権(大学等の研究

成果等を広く多くの教員が研修を受講して得

た成果)をさすものである． 
 本調査の前報 5)では，今後希望する研修内容

やライセンス(修了証)取得希望の現況について

整理・分析した．研修内容に関するニーズにつ

いては，「様々な障害における指導法や対応に

関する研修」，「具体的な事例や実践に関する研

修」，「アセスメントの見方や活用法に関する研

修」，「教材作りに関する研修」，「校内や外部機

関等との連携に関する研修」，「自立活動の内容

に関する研修」，「進路指導に関する研修」を希

望するという回答が得られ，教員の所属におけ

る研修ニーズに有意差があることが明らかに

なった．特に，通級指導教室(特別支援教室)と
特別支援学校の教員における研修ニーズにつ

いては，担当する児童生徒の障害や実態，授業

づくりや指導形態などに応じたものが求めら

れていた．一方，通常の学級や特別支援学級の

教員の研修ニーズは，明確な知見が得られず，

前報での調査項目以外でより詳細に調査する

必要性が示唆された．ライセンス(修了証)につ

いては，研修受講後ライセンスが発行される場

合，ライセンスの取得を希望するとした教員は

過半数を超え，その所属や教職経験年数，担当す

る子どもの障害種による差はみられなかった．

本調査では，研修ニーズをより詳細に明らかに

するために，質の高い・高度な専門性を身につけ

られる研修の在り方や，研修のスタイル・方法，

教員にとって効果的・効率的な研修モデルにつ

いて整理・分析することを目的とする． 
 
● 

ⅡⅡ．．方方法法  

 
１１．．対対象象  

関東地域(東京，神奈川，千葉，埼玉)において

実施された特別支援教育に関する現職教員研

修に参加した教員1206名のうち，通常学級(小・

中・高)，特別支援学級(小・中)，通級指導教室

(特別支援教室)(小・中)，特別支援学校(小・中・

高)に所属している教員 1148 名を対象とした．

なお特別支援教室とは，東京都が行っている通

級による指導を教員がすべての学校を巡回し

ておこなう全校配置システムである． 
 

２２．．手手続続きき  

質問紙調査を行った．令和元年度に関東地域

で実施された特別支援教育に関する現職教員

研修 35 講座において，参加教員に対し質問紙

を配布し，当日回収した。35 講座の内訳は，知

的・発達障害に関する研修が 8 講座，聴覚障害

に関する研修が 5 講座，情緒障害に関する研修

が 2 講座，その他特別支援教育全般に関する講

座が 20 講座で，講師は全て A 国立大学の特別

支援教育を専門とする教員(13 名)であった．特

別支援教育に関する研修において，質の高い・

高度な専門性を身につけられる研修，効果的・

効率的な教員研修のあり方についての回答を

自由記述で求めた．大学教員 1 名と臨床心理学

を専門とする大学院生 2 名が，得られた自由記

述の回答について意味のまとまりごとに切片

化し， KJ 法を援用した方法によりカテゴリー

化を行なった．その際，複数のカテゴリーに当

てはまると判断された場合は複数に分類した．

表中の項目数(n)は延べ数である．自由記述で項

目に関する回答が得られた場合は「希望あり」，

項目に関する記述が特にない場合は「特になし」
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とし，カイ二乗検定を行なった．なお期待度数

が 5 未満のセルが全セルの 20%を上回ってい

た項目は，回答数が著しく少ないものと判断し，

統計的検討から削除することとした．また，今

後希望する教員研修のスタイル・方法について，

「校内研修」「グループ討議を含む研修」「ケー

スカンファレンス」「実技研修」「授業や指導参

観」「インターネット等活用による遠隔講義」

「調べ学習・資料等を持ち寄るグループワーク」

「その他」から順位付けをしてもらい，1 位と

回答された項目について分析を行なった．また，

研究協力と質問紙調査への回答は自由意志で

あること，得られた情報は研究の目的以外に使

用しないこと，個人が特定されないことを調査

用紙に記載するとともに，口頭による説明もお

こなった。回答をもって本研究への協力と発表

に対する承諾とした． 
 
● 

ⅢⅢ．．結結果果  

  

１１．．質質のの高高いい，，高高度度なな専専門門性性をを身身ににつつけけらられれるる  

研研修修ににつついいてて  

特別支援教育における質の高い，または高度

な専門性を身につけられる研修(Table 1)につ

いての結果は，「現場(実践)で活用できる・役に

立つ研修」(192 名，25.5%)，「多様な事例(障害

種など)に対応する研修(具体的事例・実践の紹

介と共有)」(171 名，22.7%)，「理論と実践がつ

ながる研修」(116 名，15.4%)，「視覚的ツール

や体験を用いた研修」(86 名，11.4%)，「現場を

見てもらってから専門家を入れてケース会議」

(68 名，9.0%)，「知識を得た上での実技」(65名，

8.6%)，「アセスメントに関する知識や活用法に

ついて」(54 名，7.2%)であった．特別支援教育

の研修内容に関しては前報の主要なニーズと

同様であったが，本調査においては「視覚的ツ

ールや体験を用いた研修」や「現場を見てもら

ってから専門家を入れてケース会議」，「知識を

得た上での実技」など研修の方法・スタイルに

関する回答が得られた． 
1－1 教員の所属における質の高い，高度な 

専門性を身につけられる研修 
教員の所属における「現場(実践)で活用でき

る・役に立つ研修」(χ²(3)=12.286, p＜.01)，「ア

セスメントに関する知識や活用法」 (χ²

(3)=23.892, p＜.01)には有意な関連が示され，

教員の所属における「多様な事例(障害種など)
に対応する研修(具体的事例・実践の紹介と共

有)」(χ²(3)=4.977, p=.173)，「理論と実践がつ

ながる研修」(χ²(3)=2.290, p=.514)，「視覚的

ツールや体験を用いた研修」 (χ²(3)=1.119, 
p=.772)，「現場を見てもらってから専門家を入

れてケース会議」(χ²(3)=2.519, p=.472)，「知

識を得た上での実技」(χ²(3)=1.497, p=.683)に
は有意な関連はみられなかった(Table 2)．「現

場(実践)で活用できる・役に立つ研修」は，特別

支援学校の教員からのニーズが他の所属の教

員と比べて高く，通級指導教室(特別支援教室)
の教員からのニーズが低かった．「アセスメン

トに関する知識や活用法」は，通級指導教室(特
別支援教室)の教員からのニーズが高く，「多様

な事例(障害種など)に対応する研修(具体的事

例・実践の紹介と共有)」のニーズは教員の所属

による有意差は見られなかった．この結果は前

報４)と同様であったが，「理論と実践がつながる

研修」のニーズにおいて教員の所属による有意

差が見られなかった点は，前報 4)の結果とは異

なるものであった． 
 
２２．．今今後後希希望望すするる研研修修ススタタイイルル・・方方法法ににつついいてて  

今後希望する教員研修のスタイル・方法につ

いて(Table 3)の結果は，「校内研修」266 名

(24.5%)，「グループ討議」209 名(19.2%)，「ケ

ースカンファレンス」204 名(18.8%)，「授業参

観」200 名(18.4%)，「実技研修」170 名(15.7%)，
「遠隔講義」37 名(3.4%)であった． 
 

TTaabbllee  11  質質のの高高いい,,高高度度なな専専門門性性をを身身ににつつけけらられれるる研研修修ににつついいてて（（nn==775522））  

特別支援教育において質の高い，高度な専門性を身につけられる研修 名（％）
現場(実践)で活用できる・役に立つ研修 192(25.5%)
多様な事例（障害種など）に対応する(具体的事例・実践の紹介と共有) 171(22.7%)
理論と実践がつながる研修 116(15.4%)
視覚的ツールや体験を用いた研修 86(11.4%)
現場を見てもらってから専門家を入れてケース会議 68(9.0%)
知識を得た上での実技 65(8.6%)
アセスメントに関する知識や活用法について 54(7.2%)

－ 162 －



特別支援教育における教師の研修ニーズと専門性向上に関する調査研究 

次に教員の所属ごとで今後希望する研修ス

タイル・方法について検討した．教員の所属に

おける「校内研修」(χ²(3)=33.793, p＜.01),「グ

ループ討議」(χ²(3)=20.404, p＜.01)，「授業参

観」(χ²(3)=17.869, p＜.01)，「実技研修」(χ²

(3)=10.415, p＜.05)には有意な関連が示され，

教員の所属における「ケースカンファレンス」 
(χ² (3)=7.257, p=.064)，「遠隔講義」 (χ²

(3)=5.175, p=.159)には有意な関連はみられな

かった(Table 4)。「校内研修」については，通常

学級と特別支援学校からのニーズが高く，特別

支援学級と通級指導教室(特別支援教室)からの

ニーズが低いことが明らかになった．また「グ

ループ討議」については，通級指導教室(特別支

援教室)からのニーズが高く，特別支援学校から

のニーズが低かった。「授業参観」については，

特別支援学級からのニーズが高く，特別支援学

校からのニーズが低かった．「実技研修」に関し

ては，通級指導教室(特別支援教室)からのニー

ズが高かった． 

TTaabbllee  33  今今後後希希望望すするる研研修修ススタタイイルル・・方方法法((nn==11,,008866))  

TTaabbllee  22  教教員員のの所所属属ににおおけけるる質質のの高高いい，，高高度度なな専専門門性性をを身身ににつつけけらられれるる研研修修（（nn==11,,114466））  

**p＜.01，n.s.有意差なし         
     ：調整済み残差が 1.96 以上の値 

（ ）は、所属内における割合 

今後希望する研修スタイル 名（％）
校内研修 266(24.5%)
グループ討議 209(19.2%)
ケースカンファレンス 204(18.8%)
授業参観 200(18.4%)
実技研修 170(15.7%)
遠隔講義 37(3.4%)

通常学級 特別支援学級

通級指導・

特別支援教室 特別支援学校
χ²検定

希望する 44(14.0%) 42(20.6%) 53(13.5%) 53(22.5%) 192

調整済み残差 -1.5 1.6 -2.1 2.6

特になし 270(86.0%) 162(79.4%) 339(86.5%) 183(77.5%) 954

調整済み残差 1.5 -1.6 2.1 -2.6

希望する 38(12.1%) 26(12.8%) 66(16.8%) 41(17.4%) 171

調整済み残差 -1.6 -1.0 1.3 1.2

特になし 276(87.9%) 178(87.3%) 326(83.2%) 195(82.6%) 975

調整済み残差 1.6 1.0 -1.3 -1.2

希望する 25(8.0%) 22(10.8%) 44(11.2%) 25(10.6%) 116

調整済み残差 -1.5 0.3 0.9 0.3

特になし 289(92.0%) 182(89.2%) 348(88.8%) 211(89.4%) 1030

調整済み残差 1.5 -0.3 -0.9 -0.3

希望する 20(6.4%) 16(7.8%) 33(8.4%) 17(7.2%) 86

調整済み残差 -0.9 0.2 0.8 -0.2

特になし 294(93.6%) 188(92.2%) 359(91.6%) 219(92.8%) 1060

調整済み残差 0.9 -0.2 -0.8 0.2

希望する 24(7.6%) 10(4.9%) 20(5.1%) 14(5.9%) 68

調整済み残差 1.5 -0.7 -0.9 0.0

特になし 290(92.4%) 194(95.1%) 372(94.9%) 222(94.1%) 1078

調整済み残差 -1.5 0.7 0.9 0.0

希望する 19(6.1%) 12(5.9%) 18(4.6%) 16(6.8%) 65

調整済み残差 0.3 0.1 -1.1 0.8

特になし 295(94.0%) 192(94.1%) 374(95.4%) 220(93.2%) 1081

調整済み残差 -0.3 -0.1 1.1 -0.8

希望する 2(0.6%) 8(3.9%) 33(8.4%) 11(4.7%) 54

調整済み残差 -4.0 -0.6 4.3 0.0

特になし 312(99.4%) 196(96.1%) 359(91.6%) 225(95.3%) 1092

調整済み残差 4.0 0.6 -4.3 0.0

合計 314 204 392 236 1146

多様な事例

（障害種な

ど）に対応す

る研修

n.s.

教員の所属

合計

現場(実践)で

活用できる・

役に立つ研修
**

理論と実践が

つながる研修 n.s.

視覚的ツール

や体験を用い

た研修
n.s.

現場を見ても

らってから専

門家を入れて

ケース会議

n.s.

知識を得た上

での実技 n.s.

アセスメント

に関する知識

や活用法につ

いて

**
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３３．．効効果果的的・・効効率率的的なな教教員員研研修修ののあありり方方ににつついいてて  

 効果的・効率的な教員研修のあり方について

の回答から得られた結果を，「だれが」「いつ」

「どこで」「なにを」「どのように」の観点から

分類し，「どのように」はさらに「研修の充実」

「教員の負担軽減」「制度化」「その他」に分類

した(Table 5)．分類ごとにみると，「だれが」に

関しては「教育領域の専門家(大学教員，スクー

ルカウンセラー等)」20 名(1.7%)，「教員同士」

18 名(1.5%)，「教育領域以外の専門家(言語聴覚

士等)」7 名(0.6%)，「現職教員(ベテラン教員，

巡回指導員」5 名(0.4%)，「いつ」に関しては「長

期休暇中」132 名(11.3%)，「勤務時間内」73 名

(6.3%)，「自宅や通勤時間(都合のいい時にいつ

でも受けられる)」14 名(1.2%)，「休日」6 名

(0.5%)，「どこで」に関しては「校内」46 名(3.9%)，
「自宅等どこからでも」18 名(1.5%)，「学校か

ら近い・交通の便がよい場所」15 名(1.3%)，「大

学や研修センター」5 名(0.4%)，「なにを」に関

しては「授業や指導ですぐに活用できる内容(指
導法・教材・サイト)」47 名(4.0%)，「授業内容

(方法や流れ)や実践事例の共有」29 名(2.5%)，

「ケースへの助言」14 名(1.2%)，「理論と実践

法をバランスよく学べる内容」10 名(0.9%)，「ど

のように」の「研修の充実」に関しては「研修

内容を選択することができる」99 名(8.5%)，「研

修内容の精査(要点化)」59 名(5.1%)，「校内研

修・OJT の充実」42 名(3.6%)，「アクティブラ

ーニング(読むだけでない，体験型)」27名(2.3%)，
「継続的な研修」13 名(1.1%)，「研修の数を増

やす」10 名(0.9%)，「教員の負担軽減」に関し

ては「インターネットの活用(オンライン講義，

講義資料のネット上での共有，レポートの提出)」
76 名(6.5%)，「研修を短時間にする，終了時刻

を延長しない」52 名(4.5%)，「研修を減らす・

やめる」27 名(2.3%)，「事前準備や事後レポー

トの軽減」14 名(1.2%)，「休憩時間を設ける」

3 名(0.3%)，「制度化」に関しては「校内での研

修サポート体制の確立(時間・人材・資金・研修

に行くことが許される雰囲気」50 名(4.3%)，「研

修の定例化・義務化」27 名(2.3%)，「研修を勤

務とカウントする，職免，出張と認められる」

12 名(1.0%)，「資格やライセンスを得ることが

できる，アセスメントをとれるようになる」11 

**p＜.01，*p＜.05，n.s.有意差なし         
     ：調整済み残差が 1.96 以上の値 

（ ）は所属内の割合 

TTaabbllee  44  教教員員のの所所属属ににおおけけるる希希望望すするる研研修修ススタタイイルル((nn==11,,114466))  

通常学級 特別支援学級

通級指導・

特別支援教室 特別支援学校
χ²検定

希望する 86(27.5%) 32(15.7%) 67(17.1%) 81(34.2%) 266

調整済み残差 2.0 -2.8 -3.5 4.5

特になし 228(72.5%) 171(84.3%) 324(82.9%) 155(65.8%) 878

調整済み残差 -2.0 2.8 3.5 -4.5

希望する 53(16.9%) 33(16.2%) 97(24.7%) 26(11.0%) 209

調整済み残差 -0.7 -0.8 4.1 -3.3

特になし 260(83.1%) 170(83.8%) 295(75.3%) 211(89.0%) 936

調整済み残差 0.7 0.8 -4.1 3.3

希望する 54(17.3%) 35(17.2%) 84(21.4%) 31(13.1%) 204

調整済み残差 -0.3 -0.3 2.3 -2.1

特になし 259(82.7%) 169(82.8%) 308(78.6%) 206(86.9%) 942

調整済み残差 0.3 0.3 -2.3 2.1

希望する 46(14.7%) 51(25.0%) 77(19.6%) 26(11.0%) 200

調整済み残差 -1.5 3.1 1.4 -2.9

特になし 268(85.3%) 153(75.0%) 315(80.4%) 210(89.0%) 946

調整済み残差 1.5 -3.1 -1.4 2.9

希望する 38(12.1%) 29(14.2%) 76(19.4%) 27(11.4%) 170

調整済み残差 -1.6 -0.3 3.1 -1.7

特になし 275(87.9%) 174(85.8%) 316(80.6%) 209(88.6%) 974

調整済み残差 1.6 0.3 -3.1 1.7

希望する 5(1.6%) 9(4.4%) 12(3.1%) 11(4.6%) 37

調整済み残差 -1.9 1.1 -0.2 1.4

特になし 309(98.4%) 194(95.6%) 379(96.9%) 226(95.4%) 1108

調整済み残差 1.9 -1.1 0.2 -1.4

313 204 392 237 1146

グループ

討議 **

教員の所属

合計

校内研修

**

ケースカン

ファレンス n.s.

授業参観

**

実技研修

*

遠隔講義

n.s.

合計
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名(0.9%)，「研修や資格によって給料が増える，

評価につながる，免許更新に反映される」3 名

(0.3%)，「その他」に関しては「校務軽減(研修

を効率化する必要はない)」100 名(8.6%)，「地

域校との共同研修(検討会等)」8 名(0.7%)，「研 

修内容を校内で共有する」5 名(0.4%)という回

答が得られ，効果的・効率的な教員研修のあり

方について「いつ」や「どのように」を重視し

ている教員が多いことが明らかになった． 
  

TTaabbllee  55  効効果果的的・・効効率率的的なな教教員員研研修修ののあありり方方ににつついいてて((nn==11,,116688))  

教育領域の専門家
（大学教員，
　SC等）

20(1.7%) 長期休暇中 132(11.3%) 校内 46(3.9%)

授業や指導です
ぐに活用できる
内容（指導法・
教材・サイト）

47(4.0%)

教員同士 18(1.5%) 勤務時間内 73(6.3%)
自宅等どこから
でも

18(1.5%)
授業内容(方法
や流れ)・実践
事例の共有

29(2.5%)

教育領域以外の専
門家（ST等）

7(0.6%)
自宅、通勤時間
（都合のいい時
にいつでも）

14(1.2%)
学校から近い・
交通の便がよい
場所

15(1.3%) ケースへの助言 14(1.2%)

現職教員
(ベテラン教師，
　巡回指導員）

5(0.4%) 休日 6(0.5%)
大学,研修セン
ター

5(0.4%)
理論と実践法を
バランスよく学
べる内容

10(0.9%)

研修内容を選択す
ることができる

99(8.5%)

インターネット
の活用（オンラ
イン講義，講義
資料の共有，レ
ポートの提出）

76(6.5%)

校内での研修サ
ポート体制の確
立（時間・人
材・資金・研修
に行くことが許
される雰囲気）

50(4.3%)
校務軽減(研修
を効率化する必
要はない）

100(8.6%)

研修内容の精査
(要点化）

59(5.1%)
研修を短時間に
する，終了時刻
を延長しない

52(4.5%)
研修の定例化・
義務化

27(2.3%)
地域校との共同
研修
（検討会等）

8(0.7%)

校内研修・OJTの
充実

42(3.6%)
研修を減らす・
やめる

27(2.3%)

研修を勤務とカ
ウントする，職
免，出張と認め
られる

12(1.0%)
研修内容を校内
で共有する

5(0.4%)

アクティブラーニ
ング（読むだけで
ない,体験型）

27(2.3%)
事前準備や事後
レポートの軽減

14(1.2%)

資格やライセン
スを得ることが
できる，アセス
メントをとれる
ようになる

11(0.9%)

継続的な研修 13(1.1%)
休憩時間を
設ける

3(0.3%)

研修や資格に
よって給料が増
える，評価につ
ながる，免許更
新に反映される

3(0.3%)

研修の数を増やす 10(0.9%)

その他制度化教員の負担軽減研修の充実

だれが いつ どこで なにを

どのように
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ⅣⅣ．．考考察察  

 
１１．．特特別別支支援援教教育育のの教教員員研研修修にに対対すするる教教員員かからら  

ののニニーーズズににつついいてて  

1－1 質の高い，高度な専門性を身につけられ 
る研修について 

前報 5)で教員の所属における「今後希望する

研修内容」へのニーズの差について検討したと

ころ，「具体的な事例や実践に関する研修」には

教員の所属間で有意な関連はみられなかった

一方で，「様々な障害における指導法・対応に関

する研修」,「アセスメントの見方や活用法に関

する研修」,「教材作りに関する研修」の結果に

は，教員の所属間で有意な関連が示された．こ

の結果から，所属が異なると教員の置かれる状

況や受講生の抱えるニーズが異なると考えら

れた．一方で，本調査においては「質の高い，

高度な専門性を身につけられる研修」について，

「現場(実践)で活用できる・役に立つ研修」，「多

様な事例(障害種など)に対応する研修(具体的

事例・実践の紹介と共有)」，「理論と実践がつな

がる研修」等の結果に，教員の所属における差

はあまり見られなかった．回答者である教員が

「今後希望する研修内容」に対しては，自分に

とって必要な研修を主観的に判断し回答した

一方で，「質の高い，高度な専門性を身につけら

れる研修」に対しては，自分にとって必要かど

うかに関わらず，特別支援教育の専門家として

必要な研修を客観的に判断し，回答したことに

よって，結果に差が生じたのではないかと考え

られる．特別支援教育に携わる教員にとって

「質の高い・高度な専門性を身につけられる研

修」は，共通する点が多いことが示された． 
1－2 研修スタイル・方法について 
 通常学級と特別支援学校において「校内研修」

へのニーズが高かった要因としては，校務の忙

しさから研修に赴く時間が取れないことや，教

員の数が多いために学校内での研修に満足して

いることが考えられる．一方で特別支援学級や

通級指導教室(特別支援教室)においては，所属内

の教員数の少なさから「グループ討議」や「授業

参観」，「実技研修」等の様々なスタイルでの研修

を希望しているのではないかと考えられる．校

内研修と，校外研修でそれぞれ行われるべき研

修内容や時間数のバランスについて検討したり，

校内外で行われる研修をつなぐシステムの構築

をしたりすることで，あらゆる所属の教員にと

ってよりよい研修スタイルとなるかもしれない． 

２２．．効効果果的的・・効効率率的的なな教教員員研研修修モモデデルルににつついいてて  

「効果的・効率的な教員研修モデル」につい

て，時間や方法について重視している教員が特

に多く，次いで場所や内容について重視する教

員が多かった．講師について重視する教員は少

なかった。方法の中でも重視されていた「イン

ターネットの活用」に関しては，本調査が全て

新型コロナウイルスに関連した感染症対策が

講じられる前に実施されたものであることを

踏まえると，より必要性が高まっていると考え

られる．本調査では「効果的・効率的な教員研

修モデル」について，教員からの様々な希望が

あることが明らかになった．しかし本来，効果

的・効率的な研修とは研修前や研修の過程，ま

た研修後に受講者が自身の変化や成果を自覚

し，振り返ることによってその評価がなされる

べきであると考えられる．よって，本調査で明

らかになった教員の希望を踏まえ，今後研修前

と研修後の変化について検討できるような研

修を設定する必要があると考える． 
 
付付    記記  

本研究は、東京学芸大学現職教員研修推進機構によ

るプロジェクト『特別支援教育に関わる大学発信型現

職教員研修システムの開発』の一環として行った．  
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